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抄録：既存マスメディアの新聞と出版が停滞している。いずれも、ペー パ メーディアとして15世紀半ば
から続いた活版印刷による製作からコンピュー タによる製作へという技術革新に取り組んだ。しかし、
この過程でデジタル・デ ターやネットワ クーに関する技術を習得しながらも、情報ネットワー ク社会に
おける新たなビジネスモデル構築には結び付けることができていないのが現状である。なぜ足踏みを続
けているのか。技術面に視点を据え、その原因を探った。 
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1. はじめに 
 情報ネットワー ク社会の出現によって既存の
マスメディア、なかでも「活字メディア」、ある
いは「ペー パ メーディア」として括られる「新
聞」と「出版」の退潮が著しい。マスメディア
の中心的な位置を占めてきた活字メディアが、
「情報ネットワー ク社会」の出現によって、な
ぜ舞台の隅に追いやられようとしているのか。 
 本稿では、まず、新聞、出版業界の製作過程
におけるデジタル化へ取り組みを概観する。活
版印刷術を基盤に、550年も続いてきた新聞、出
版の製作過程が、「デジタル」という技術の出現
に、初めて接した、いわば衝撃的なイノベ シー
ョンに直面したことになる。 
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 この製作過程のデジタル化への取り組みによ
って、出版、新聞のそれぞれの業界が享受した
成果について振り返る。単に経営的なメリット
に止まらず、それぞれの業界が「デジタル」の
特質をどのように捉えていたかに関しても検証
を試みる。 
 これらのアプロ チーを起点に、現在も進行し
ている情報ネットワー ク社会を、(1) 1995 年〜
2000年前後 (2) 2000年前後〜2005年 (3) 2005
年以降の三つの時間軸に区分して、新聞、出版
の対応と新たなビジネスへの取り組みを俯瞰す
る。 
 以上の考察を基に日本の「ペー パ メーディア」
が情報ネットワー ク社会に対応できないまま、
混迷を深めつつある原因の一端を探るのが本研
究の目的である。  
  
 
 
 
 
2. 製作過程のデジタル化以前の 
                      技術改良 
2.1 活版印刷と日本の新聞・出版 
 グー テンベルグが 15世紀半ばに活版印刷術を
考案して以来、蒸気動力、電力を使用した輪転
印刷機、凹版を用いるオフセット印刷の登場な
どを除いて、その基本的な技術はイノベー ショ
ンの波にさらされることはなかった。 
 鉛合金の活字を組版し、速乾性のインクを用
い、印刷機によって印面をプレスする技法であ
る。活版印刷術は、交通が発達していない時代
にも関わらず、おおよそ四半世紀の間にヨ ロー
ッパの主要都市に広がり、出版業が各地で興っ
た。 
 日本には、大友宗麟らの九州のキリシタン大
名がロ マーに派遣した「天正遣欧少年使節団」
が 1590年に活版印刷機を持ち帰った。キリスト
教の布教のための書籍の印刷に用いられたが、
徳川幕府によるキリシタン弾圧によって、普及
はしなかった。 
 アルファベットと比較して圧倒的に文字数の
多い日本を含めた漢字圏では、活版印刷より木
版印刷が重用されたこともあって、活版印刷を
用いた国内に新聞、出版産業が広がったのは明
治に入ってからであった。 
 新聞に関しては、ヨーロッパ大陸では、グー
テンベルグの印刷術から200年後の1650年、ド
イツ・ライプチヒで世界最初の日刊紙とされる
『アインコメンデ・ツァイトゥンゲン
（Einkommende Zeitungen）』が発行されてい
る。また、イギリスでは1702年に『デ リー ・ー
ク ラーント（The Daily Courant）』、フランスで
は『ジュルナル・ド・パリ（Journal de Paris）』
が創刊された。活版印刷による日刊紙である。 
 日本では 1871（明治 3）年に横浜で発行され
た『横浜毎日新聞』が日本語による最初の日刊
紙とされる。朝倉亀三の『本邦新聞紙』1による
                                                   
1 朝倉亀三（無声）,『本邦新聞紙』, 雅俗文庫, 1911.5 
と、長崎造船所に付属する活版伝習所を設立し
た本木昌造の同僚であった陽其二を招き、創刊
された。 
 同紙では鉛活字を使用していたとされるが、2
年後に東京で創刊された『東京日日新聞』が創
刊号は木版刷りで、2〜11号は鉛活字、12〜117
号は再び木版、118〜303号は木活字で、304号
以降に鉛活字が定着したとされている2。それだ
けに、横浜毎日新聞でも木活字も併用していた
と考えられる。 
 いずれにしろ、日本の出版、新聞は明治初期
から印刷工が活字を１本１本選ぶ、いわゆる「手
拾い」によって版面が製作される時代が第二次
世界大戦後まで続くことになる。 
2.2 新聞の技術革新への取り組み 
 そんななかで、主に大阪、東京で発行された
新聞は、日清戦争、日露戦争、第一次大戦の戦
争報道で発行部数を増加させ、新聞産業として
基盤を固めた。しかし、一方では戦争報道によ
る販売競争が激化、経営基盤の強化が求められ
た。経費削減の対象とされたのが製作部門であ
る。 
 当時の実情を物語るように、大阪朝日新聞が
自社で開発した漢字モノタイプ（活字鋳造機）
の完成を、1936（昭和11）年 12月 12日付けの
紙面【図1】で報じている。 
  
                                                   
2 小野秀雄著『大阪毎日新聞社史』, 大阪毎日新聞社., 
1925. 
■朝日新聞の漢字モノタイプ完成の記事【図 1】 
  
 
 
 
 
 記事では、この漢字モノタイプの開発を「非
常な労力と冗費の節約」とし、当時の熟練工が1
分間に手拾いできる活字が50字だったのに対し
て、開発された機械では中学生くらいでも 1カ
月練習すれば、80字をキ 入ー力できる −− と紹
介している。最も労働集約型の職場であった製
作・印刷部門の技術的改良の第一弾であった。 
 「手拾い」からの脱却を図った漢字モノタイ
プだが、新聞業界での普及は第二次大戦後にま
で持ち越された。戦後になって、漢字さん孔機
（キーボー ド）と活字鋳造機が分離された「漢
字テレタイプ（テ プー式漢字モノタイプ）」が登
場した。この改良によって漢字さん孔機と活字
鋳造機の設置場所が同一である必要がなく、さ
ん孔テ プーに入力されたデー タ（文字コー ド）
を用い、送、受信機を電話回線で結ぶことで、
遠隔地に送信することが可能になった。「漢字テ
レタイプ」である。 
 1950年に毎日新聞が大阪本社 — 東京本社間
で、共同通信社は1959年に加盟社である北海道
新聞、中日新聞、西日本新聞などの 5紙に電話
回線を使った記事配信を始めた。 
 さらに共同通信から配信を受ける地方紙が拡
大して、共同通信から配信される原稿は、漢字
テレタイプの出現によって各社での入力作業が
不要になった。自社原稿についても各社で漢字
モノタイプによって入力され、いずれも全自動
活字鋳造機で組版する方法に置き換わった。 
2.3 デジタル化の前段としての写真植字 
 前述の漢字テレ（モノ）タイプは製作工程の
合理化につながったが、技術面からみれば、あ
くまでも「改良」に過ぎなかった。 
 並行するように取り組まれたのが写真植字に
よる組版である。その発想は古く、イギリス、
ドイツでは19世紀後半から研究が進められてい
たが、実用には至らなかった。日本では 1924年
に石井茂吉、森澤信夫によって「写真植字機」
の試作機が製作され、1926年には「写真植字機
研究所（のちの写研）」が設立されている。 
 原理は活字の母型を、ネガフィルム状の文字
盤に置き換え、指定した文字を光学的に印画紙
に焼き着ける方法で、文字盤と印画紙の中間に
レンズを配置することによって、文字の拡縮を
行うことができる。文字が焼き付けられた印画
紙を切り貼りし、組版レイアウトを整えて版下
を作成した。 
 初期には手動による操作だったが、写研によ
ってミニコンピュ ターを用いた禁則処理、ラジ
オ・テレビ番組表、スポ ツー記録自動組などの
機能を備えた電算写植機が開発された。 
 新聞社では 1967 年に朝日新聞北海道支社が
導入し、翌年の1968年に佐賀新聞社が日刊紙と
はしては初めフルペー ジを写植による製作に踏
み切り、社内から活字が消えた。1960年代後半
から 1980年代半ばまで、多くの新聞社は、この
電算写植機による方式を製作工程に取り込んだ。 
 導入の狙いは、組版では鉛活字、最終の凸版
輪転機による印刷では鉛版を使用する下流工程
が、漢字テレタイプの導入によっても、依然と
して「鉛」との縁が切れず、鉛を溶解する際の
高熱、鉛中毒3、重い鉛版を扱うことによる腰痛
などの職場環境の改善を迫られていたことに起
因する。 
 職場環境の劣悪さは出版印刷を手がける一般
の印刷会社でも変わらず、地方紙を中心に多く
の新聞社が電算写植機を採用するとの並行する
ように、商用印刷、出版印刷を手がける印刷会
社も多様な文字フォントを使用できる利点も加
わって導入が進んだ。 
  
                                                   
3 鉛の毒性はヒトの造血組織の酵素の働きを阻害して、
貧血、激しい腹痛、神経障害を引き起こす。1972年に
労働省（現厚生労働省）が「鉛中毒予防規則」を省令
で定め、鉛を扱う職場の設備、従事者の「鉛健康診断」
などの予防策を定めている。 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47F04101
000037.html（確認：2012/11/20） 
  
 
 
 
 
2.4 技術改良と出版業界 
 新聞では、戦前から朝日新聞、毎日新聞のよ
うに「技術部」とよばれる部署を設け、自社開
発を含めた積極的な取り組みが行われてきた新
聞社が存在する。また、独立した技術部門はな
くても、大部分の新聞社は発行する「新聞」を
自社内で製作しており、直面する技術改良に対
して、それぞれの担当部署が対応してきた。 
 一方の出版はどうか。出版でも製作過程のデ
ジタル化を迎える前に、漢字テレ（モノ）タイ
プ、写真写植などの技術改良が行われた。しか
し、大手出版社を含めて自社で製作・印刷部門
を持つ出版社は多くない。企画、編集、執筆交
渉、集稿といった編集者としての仕事と、製作・
印刷作業は分業化され、製版、印刷、製本など
の工程は外部の業者に外注されるのが通常の工
程だった。それだけに週刊誌など短期間に定期
的に発行される編集者を除けば、製作・印刷部
門での技術的変化に関心を払う必要に迫られこ
とはほとんどなかったといえる。 
 技術革新までいかなくとも、単なる技術的な
改良でも、製作工程の変化が編集部門に直接的
な影響を与える新聞社と出版社との明らかな相
違点である。 
 
3. 新聞・出版の製作過程に 
  おけるデジタル化 
3.1 新聞の取り組み 
 新聞業界では写研が開発した電算写植機によ
る製作工程を、鉛を溶かすために高熱が発生す
る活版印刷との対比で、コー ルド・タイプ・シ
ステム（CTS＝Cold Type System）と呼んだ。
後述する現在の新聞製作システムを示す CTS
（＝Computerized Typesetting System）と混同し
て使用されるケー スが現在でも続いている。 
 電算写植の基本技術は、ネガフィルム化した
文字盤を使い、文字を光学的に印画紙に焼き付
けるもので、厳密には新聞、出版の製作過程に
おけるデジタル化とは定義できない。また、漢
字テレタイプでは、さん孔テープによる記事の
送受信には文字コ ドーが使用されているが、こ
の方式も自動活字鋳造機に鋳造する活字を指示
する符合にすぎず、デジタル化とは言いがたい。 
 上記の理由から、本稿では朝日新聞、日本経
済新聞が IBMと開発に取り組み、完成させた新
聞製作システムをデジタル化の起点とし、以後
の「CTS」は「Computerized Typesetting System」
を指すこととする。 
 朝日は1967年、日経は1968年に開発に着手
した。日経は 1971年 12月 26日付け、朝日は
1972年 1月 3日付けで、コンピュー タによって
製作された紙面が発行された。しかし、全ペー
ジのデジタル化への移行には、さらに時間を要
した。日経は1978年 3月、朝日は1980年 9月
と開発着手から 10年余りが経過していた。一連
の経緯は杉山隆の『メディアの興亡』4に詳しい。 
 その後、IBM以外にも富士通、日本電気など
の国内メー カー がCTSの開発に取り組むように
なり、1970年代後半から 1980年代後半にかけ
て地方紙を含めた各社のCTS導入が始まった。 
 新聞社におけるコンピュー タによる紙面製作
のデジタル化は漢字テレタイプ、あるいは電算
写植による組版部分のデジタル化を中心に、通
信社、自社原稿の集信・配信を行う記事集配信
システム、写真を処理する画像システム、組み
上がった紙面を印刷工程へ送信する紙面送信シ
ステム、製作の作業過程を監視しる工程管理シ
ステムなどのサブシステムで構成される。 
 多くの新聞社が電算写植から、フルペー ジを
CTSによって製作するシステムへの移行に取り
組むようになったのは1978年以降である。実際
には導入から全面移行までは、朝日、日経と比
較して短縮はされたが、２〜３年前後の期間が
必要であった。 
  
                                                   
4 杉山隆『メディアの興亡』, 文藝春秋, 1986.6 
  
 
 
 
 
 前記の朝日、日経の 2 紙をのぞく新聞社の
CTS稼働時期は下記の通りである。5 
・信濃毎日新聞（長野）* 1979年 
・北国新聞社（石川）* 1981年 
・愛媛新聞（愛媛）* 1981年 
・京都新聞（京都）* 1983年 
・毎日新聞大阪本社 1984年 
・西日本新聞（福岡）* 1985年 
・山形新聞（山形）* 1996年 
・読売新聞（大阪・西部・中部） 
   1987年 
・中日新聞（愛知）* 1988年 
・山陽新聞（岡山）* 1989年 
 新聞各社は、上記の第 1期の CTS導入から
2010年前後にかけて数度のシステム更新を行っ
ている。大型汎用機からUNIXサーバー への置
き換え、サブシステムの更新、クライアント・
サーバ 方ー式の導入などハー ドウェアの更新と、
商用印刷用に開発された DTP（Desk Top 
Publishing）ソフト、画像処理ソフトを活用す
るなど、ハードウェア、ソフトウェアの両面で
更新が行われた。 
 また、2000年後半には、記事の送受信を行う
集配信システムは、共同通信社の XML 言語
（NewsML6）による配信に対応し、自社のイン
ターネット・サイトへの記事、画像を管理する
機能を有する「素材管理システム」が構築され
た。各社の直近のシステム移行期の特徴として
挙げられる。 
 いずれにしても各社の製作システム部門は最
初のシステム構築と数度のシステム更新によっ
て、組版システムだけでなく、素材管理システ
                                                   
5 各社の社史・小史の表記でも前述の「コー ルドタイ
プ」と本稿で示す「CTS」の区別、全面稼働時の時期
についてあいまいな表記のあることから、明確に区別
できるものに限った。*印は各社のホー ムペー ジの「会
社概要」による。 
6 ニュ スー配信のための標準フォー マット。IPTC（国
際新聞電気通信評議会、＝International Press 
Telecommunications Council）によって策定された。 
ム、画像処理、紙面送信に伴う通信システム、
記事・画像デ ターベー スなど自社内の製作シス
テムに関わり、デジタル技術を蓄積した。 
3.2 出版の取り組み 
 前述の2.4「技術改良と出版業界」では、主に
企画、編集などを行う出版社と組版、印刷、製
本などの工程の「分業」を指摘した。印刷業を
さらに細分化すると「製版業（プリプレス）」、「印
刷業（プレス）」といった業種によって成立して
いる。 
 印刷業は印刷機を使って印刷物を「刷る」行
程で、この業種でも活版印刷からオフセット印
刷、コンピュ ターで作成された組版デ ターを直
接、印刷板に出力するCTP（Computer to Plate）
など技術革新が行われてきた。 
 しかし、最もデジタル化の波にさらされたの
は印刷会社の製版部門、あるいは製版業におけ
るプリプレス工程だった。中西秀彦がその著書7
で、電算写植機の導入の経緯、導入後の悪戦苦
闘ぶりを記している。そのなかで、中西は前出
の『メディアの興亡』に記された「日本語組版
はアポロの月着陸に匹敵する難事業だった」と
いうフレ ズーを転記している。 
 続けて自らが経験した電算写植機による日本
語組版を新聞と比較して「しかし、それすら新
聞組版という限られた範囲の組版でしかない。
末端の中小印刷業者は毎日毎日、ありとあらゆ
るタイプの組版をこなしていかなければならな
い。日本語ほど複雑な組版を要求する言語は、
世界中のどこを探してもないだろう」と語って
いる。 
 その要因に、複雑な組版ルールに加え、漢字
の文字数の多さと異体字などの複雑さを指摘す
る。新聞が使用する漢字は、共同通信社や各社
が作成した「用字用語ハンドブック」でコント
ロ ルーされ、当時の常用漢字の約2000字が使用
される程度だった。 
                                                   
7 中西秀彦著『活字が消えた日− コンピュ ターと組版』, 
晶文社, 1994.6 
  
 
 
 
 
 しかし、一般の印刷会社に導入された電算写
植機には、1978年に制定された漢字コー ド（JIS 
X 0208）8の約 6800字が用意された。それでも
学術印刷を多く手がける印刷会社では、さらに
多くの漢字の処理が求められた。 
 印刷会社の製版部門が、電算写植への対応に
続いて求められたのがDTPだった。米アップル
社のマッキントッシュ・コンピュー タと、米ア
ルダス社が 1985年に開発したＤＴＰソフト「ペ
ージメ カー （ーPageMaker）」によって実現され
た。さらに米クォーク社によって開発された
DTP ソフトの「クォーク・エクスプレス
（QuarkXPress）」が続き、1987年の米国で発
売から、約3年間で欧米のDTPソフトのディフ
ァクト・スタンダー ドになった。 
 クォー クの日本語バ ジーョンは 1989 年に発
表され、ディスプレイ上で組版の状態が確認で
きるWYSIWYG（What You See Is What You 
get）機能、電算写植機と比較して数 10分の 1
の導入コストの安さなどで、1990年代には日本
の印刷業界でも急激に普及した。 
 また、2000年代に入ると米アドビ社が開発し
たDTPソフトのインデザイン（InDesign）が、
クォー ク・エクスプレスに代わるDTPソフトの
ディファクト・スタンダ ドーになった。同社の
イラスト製作ソフトのイラストレーター
（Illustrator）、画像処理ソフトのフォットショ
ップ（Photoshop）との連携機能が評価された。 
 さらにバージョンアップごとに、複雑な日本
語組版、漢字の異体字への対応、電子書籍フォ
ーマットのEPUB3 への出力などの機能が追加
され、印刷業界に受け入れられた。 
3.3 出版の製作過程のデジタル化と 
パッケージ型電子出版 
 出版の製作過程のデジタル化の流れの中で最
も早く商品化されたのが CD−ROMによるパッ
                                                   
8 漢字コ ドーはその後の改正で 2000年の JIS X 213
では第1〜第4水準に非漢字を含めた11，233字にな
った。 
ケ ジー型電子書籍だった。1985年に『最新科学
技術用語事典』（三修社）が発売されている。1987
年には『広辞苑』（岩波書店）、翌年の1988年に
は『現代用語の基礎知識』（自由国民社）、『模範
六法』（三省堂）などのCD-ROMが発売された。 
 しかし、『広辞苑』、『現代用語の基礎知識』、『模
範六法』は特定のメ カー のー機種9に依存した規
格で、ハー ドウェアも高価で図書館や企業の研
究室などを除いて、一般には普及しなかった。
1986年に出版社、電子機器メ カーー 、ソフトハ
ウス、印刷会社などが会員となって設立された
「日本電子出版協会」が機種に依存しない
CD-ROM フォーマットの標準化作業に取り組
み、1988年には「日本語 CD-ROM論理書式」
を策定した。 
 また、CD-ROM版の辞書・事典の情報検索の
至便性が注目されたこともあって、1991年には
「日本語電子出版検索デ ター構造」を規定する
目的で「EPWINGコンソー シアム」が組織され
た。 
 「日本電子出版協会」にも、電機メ カー 、ー
印刷会社が会員なっているが、構成メンバ をー
見ると、出版社は岩波書店 1社で、電子機器メ
ーカー が富士通、ソニ のー 2社、印刷会社が大
日本印刷、凸版印刷の 2社と、明らかに電機メ
ーカーと印刷会社を中心とした構成で、極めて
初期の段階から出版社の電子出版に対する意識
が希薄あったかを示している。 
 パー ソナル・コンピュ ターを使ったDTPの導
入では、印刷会社、製版業が苦闘しながらも対
応した。CD-ROM版の電子書籍にしても、電子
機器メ カーー、印刷会社が技術的な主導権を握
り、企画、製作された。 
 1990年代に入ると、ソニー が個人向けに 8㎝
CD-ROM を記憶媒体にした個人向けの電子ブ
ックプレー ヤー 10を発売。製品には三省堂の『現
                                                   
9 富士通製ワ ドープロセッサー 「OASYS100−CD」、
定価は130万円。 
10 「デ ターディスクマンDD-1」、定価は58，000円。 
  
 
 
 
 
代国語事典』、『ニュー センチュリー 英和辞典』、
『ワー プロ漢字事典』など 5つの辞書を収録し
た CD-ROMが添付されていた。 
 CD-ROM 版のいずれのケ スーでも出版社以
外の業種が中心になって、開発や標準化作業が
進められてきたわけだ。新聞とは違い、電算写
植機、DTPの導入を含めて、出版では製作工程
のイノベー ションが、出版社の編集・企画部門
とは別の「場所」で進んできたことを指摘して
おきたい。 
 
4. デジタル化によって得た成果 
4.1 新聞社 
 紙面製作のデジタル化によって新聞社が享受
した最大のメリットは「省力化」だった。 
 漢字テレタイプは地方紙には、文選作業を軽
減した。河北新報の社史11には「記事をたたき込
んだ紙テー プを機械にかけると活字が出てくる
システムは、新聞製作の上でまさに画期的な出
来事である」と記されている。 
 しかし、漢字テレタイプは基本活字を使用す
る本文部分の活字組版の自動化が実現されただ
けで、見出し活字は相変わらず手拾いで、1ペー
ジ分を組み上げる「大組」は従来通り、人手に
よる作業が必要だった。 
 電算写植機にしても、職場環境の改善にはつ
ながったものの、出力された印画紙を切り貼り
してペ ジーアップするのに人手を介したために、
省力効果は小さく、経営の合理化に大きく寄与
することはなかった。 
 これらの技術改良と比較して、CTSは明らか
に製作工程の人員削減につながった。CTS導入
当初は編集部門の整理記者と研修を受けた製作
部門の部員がペアを組み、整理記者の指示に従
って大組などの紙面製作を行っていた。 
 しかし、組版機能が向上し、整理記者も端末
操作を習得するようになって、新聞各社は整理
                                                   
11 河北新報社編『河北新報の七十年』, 河北新報社, 
1967.1 
記者が組版作業も行う、いわゆる「整理記者組
版」に移行した。さらに、取材記者による記事
の日本語ワープロ、パソコン入力、前処理が必
要だった複雑な表組の自動化が実現し、製作部
門の大幅な人員削減がつながった。 
 次頁の【図 2】は1975年から2012年（2000
年以前は 5年刻み）の新聞社の従業員総数の推
移と、2000年からの製作・印刷・発送部門の従
業員数の推移12である。 
■新聞社の従業員総数と 
 製作・印刷・発想部門の従業員数推移【図 2】 
 
 編集部門を含めた新聞の製作過程のデジタル
化は、製作時間の短縮にも寄与した。原稿の締
切時間を遅らせ、紙面内容の向上にもつながっ
た。また、デジタル化は全国紙にとっては、遠
隔地の印刷拠点への紙面送信を容易にした。 
 デジタルカメラの普及もあって、CTSによる
紙面製作のスピー ド化は、一例をあげると掲載
が予定される紙面の最後の記事、あるいは写真
が入稿されてから10数分後には印刷工程に出力
され、おおよそ30分後には印刷を開始できるま
でになった。 
 以上のように人員の削減と編集・製作工程の
時間短縮がデジタル化によって新聞社が得た大
きなメリットであった。 
 同時に、朝日、日経の先行的な取り組みに、
1970年代後半からは各社の新聞製作システム構
                                                   
12 日本新聞協会調査デ ター 
http://www.pressnet.or.jp/data/employment/e
mployment02.php（確認：2012/11/30） 
  
 
 
 
 
築が続いたが、各社の技術（システム）部門は、
おおよそ20年の間に「デジタル・デー タ」、「デ
ジタル・ネットワ クー」の特質を技術的な知見
として蓄積した。 
4.2 出版社 
 新聞社にとって紙面に掲載される記事を、イ
ンターネット上の「ニュ スーサイト」で、デジ
タルコンテンツとして読者に提供するという行
為は、出版においては、紙の書籍のコンテンツ
を、デジタル化した「電子書籍」として読者に
提供するのと同義といえよう。 
 出版社も新刊情報などを掲載する自社のウェ
ブサイトを開設しているが、あくまでも副次的
である。新聞と同様にペ パーーメディア以外に
コンテンツを提供する手段は電子書籍といえる。
それでは、「電子書籍元年」と言われた 2010年
を迎えるまでに、出版業界が電算写植機、PCに
よるDTPなどの技術革新によって、どのような
技術的蓄積を得ることができたのか。 
 製作のデジタル化によって出版社も著作者の
ワ プーロ入稿、DTPによる省力化で、製作費の
コストダウンが実現された。また、製作のワー
クフロ のー短縮も可能にした。特に雑誌のよう
な定期刊行物は新聞と同様に原稿の締切を遅ら
せることができ、より新鮮な話題が提供される
ようになった。 
 しかし、技術革新による技術的な知見の蓄積
は印刷会社や製版業に限られ、日常的に編集部
門にフィー ドバックされることはなかった。ま
して出版社にとっては、電子書籍への取り組み
という経営判断を下す立場にある経営陣は、技
術的な蓄積や課題の多くを共有することはなっ
た。 
 大手出版社の中では、いち早く新刊の出版と
電子書籍の同時配信を打ち出すなど、電子書籍
ビジネスに積極的な講談社でさえ、経営陣の一
人が経済週刊誌13で「ほんの3年前までは電子書
                                                   
13 『週刊東洋経済』, 東洋経済新報社, 2012.12.1, 70p 
籍なんて、どこも積極的じゃあなかったと思う。
（中略）契約書やシステム、ワー クフロー まで、
体制を作り直さなくちゃあいけない。作家への
説得も含め、とにかく走り出した」と、ここ１、
2年の社内の混乱ぶりを語っている。 
 はからずも、大手の出版社でさえ、製作工程
におけるデジタル化によって得たはずの技術的
ノウハウが経営資源として活かされる情況では
なかったことを物語っている。 
 
5. 情報ネットワー ク化初期の 
  ペーパー メディアの対応 
5.1 新聞 
 新聞社のインタ ネーット・ビジネスへの参入
は 19995年だった。この年、朝日新聞、読売新
聞、毎日新聞の全国紙 3紙が揃ってウェブサイ
トを開設した。ただ確かな成算があったわけで
はなかった。 
 約 10年あまり遡る 1984年、日本電信電話公
社（現NTT）が電話回線とテレビをモニタ とー
して使用して、文字、画像デ ターを送信する「キ
ャプテンシステム」がサ ビースを開始、当時は
「ニュ メーディア」と注目された。新聞各社も
参入し、電光掲示板への情報を発信、記事デー
タベースの販売などに取り組んだが、新しいビ
ジネスモデルといえるまでには普及せず、成功
しなかった。そんな背景もあって、新聞社内で
は、おおむねインター ネット・ビジネスには懐
疑的だった。 
 「ニュー メディア」に対するトラウマからか
新聞のインタ ネーット・ビジネスへの取り組み
は消極的で、表面的には出版社の電子書籍ビジ
ネスに対する姿勢と共通する部分があった。 
 しかし、全国紙 3紙のウェブサイト開設から1
年遅れて 1996 年 4 月にサービスを開始した
「Yahoo！ JAPAN（ヤフ ・ージャパン）」が、
新聞の消極的な姿勢を払拭することになる。ポ
ータルサイトとして開設されたYahoo! JAPAN
はオー プン当初からアクセス数を伸ばし、開設2
  
 
 
 
 
カ月後の 5月には月間 880万ペ ジービュー 、約
1年後の 1997年 3月には月間 7064万ペー ジビ
ュ にー達した。サイトへの広告掲載社も 129社
に達した。14 
 ディレクトリ型の検索ポー タルサイトである
Yahoo! JAPANに対して、新聞各社は「ニュー
ス・ポ タール」としてのサー ビスを目指した。
当時はYahoo! JAPAN以外にも多くの検索ポー
タルサイトが存在したが、いずれも検索エンジ
ンの精度が低く、利用者にとっては、まず新聞
のサイトに入り、ニュースを閲覧したあと興味
のあるリンクをたどる「ウェブサー フィン」が
受け入れられた。 
 当時は、まだ家庭にはPC、インタ ネーット回
線が普及していなかったこともあって、多くの
新聞社のサイトは、職場からのアクセスが多く、
始業前、昼休み、就業後などの時間帯にアクセ
ス数が急増する傾向が見られた。利用環境、利
用時間などから分析しても、社会、経済、政治
などのニュースに加えて、スポ ツー、エンター
テイメントなどの情報を配信するニュ スーサイ
トが利用者のニー ズに合致していた。 
 １日当たり、1カ月当たりのペ ジービュー の記
録を更新し続けるYahoo! JAPANには及ばなか
ったが、当時のインターネット広告の主流だっ
たバナ 広ー告を獲得するために、新聞各社はコ
ンテンツを拡充し、ページビュ をー争うように
なった。 
 「3. 新聞・出版の製作過程におけるデジタル
化」で既述したように、新聞の技術部門はCTS
化に取り組むなかで、技術的蓄積を実現してお
り、紙面製作に向けて記事、画像などの素材を
管理、送出するのと同様に、ウェブサイト向け
にコンテンツをコントロ ルーし、編集・加工す
るワークフロ にーついても素早く対応できた。 
 また、ウェブ上の記述言語である HTML
（Hyper Text Markup Language）における漢
                                                   
14 いずれもYahoo! JAPANのプレスリリー スによる。 
  http://pr.yahoo.co.jp/release/（確認：2012./11/18） 
字コードの扱いなども心得ており、コンテンツ
の充実、レイアウトの変更などにも柔軟な対応
が可能だった。明確に意識されていたかどうか
は不明だが、新聞製作上の記事、写真といった
コンテンツは、電子書籍における「ボ ンーデジ
タル」としての処理が施されていたことになる。 
 ただ、ウェブサイトのコンテンツが拡充する
のに比例するかのように、社内的な反発が大き
くなった。いわゆる紙の紙面との「カニバリズ
ム（共食い）」に対する懸念である。インタ ネー
ット上の無料サー ビスが部数減につながり、イ
ンター ネット広告による収入も、Yahoo! JAPAN
などのサイトに集中して、新聞サイトのインタ
ーネット広告の収益は期待したほど伸びない状
況が続いたのが原因である。 
 一方では 1社だけがインター ネット・ビジネ
スからの撤退は新聞社の威信にかけて選択の余
地はなく、他方では収益を生み出さないばかり
か、本業ともいえる紙の販売部数に悪影響を与
える – というジレンマを抱えたまま、地方紙を
含めた新聞のインター ネット・ビジネスは2010
年前後まで続けられてきた。 
5.2 出版 
 出版界では、1998年 10月に出版社が中心に
なって「電子書籍コンソ シーアム」が設立され
た。当時の通産省（現経済産業省）の「先進的
情報システム開発実証実験事業」として予算を
獲得、電子書籍リー ダー とPC向け電子書籍ビュ
ーワを用意して 1990〜2000年にかけて「オン
デマンド総合実証実験」を行った。 
 この実証実験に技術責任者として関わった小
林龍生の『出版ニュー ス』15における発言に注目
したい。1999年 3月に決定したコンソー シアム
の代表、副代表の人事をとらえ、「この人事は象
徴的な意味を持っているといえよう。すなわち、
一部の電子出版に興味を持つ人たちによる準備
的な先進的なプロジェクトから出版界こぞって
                                                   
15小林龍生「電子書籍コンソー シアムとBOD総合実
証実験の現在」, 出版ニュー ス, 1999. 4中旬号 
  
 
 
 
 
の本格的な展開」と記している。 
 コンソー シアムの代表に、PCの黎明期から当
時のインターネットブームまで技術面に造詣の
深い技術系出版社の社長が就任し、４人の副代
表も大手出版社の役員が名前を連ねる陣容に、
それまでの電子機器メーカー 、印刷会社が主導
してきた動きとは違い、出版社が前面に立って
取り組む姿勢を見て取っていた。 
 同氏は編集者として大手出版社に勤務、その
後はソフトウェア会社でＤＴＰシステムの開発
に携わり、ユニコ ドー・コンソ シーアムのディ
レクタ とーして文字コードの制定に取り組んだ。 
 一連の経歴からみて、出版の編集と製作の両
面に精通している人物である。その小林が前出
の出版ニュースで、電子書籍コンソーシアムへ
の期待を語っている。同時に最大の問題点とし
て指摘しているのが出版社と著作権者との権利
関係である。 
 「コンソーシアムでは、この交渉をスム ズー
に進めるために、暫定的なものとはいえ、版元
と著作権者との間の覚書の雛形を用意するなど
して、環境づくりも進めている。10年先を見据
えて」と記している。10数年後の現在でも日本
の電子書籍ビジネスの厚い障壁になっている難
問ともいえるポイントを 1999 年の時点で明確
に指摘していたのである。 
 しかし、日本電子書籍協会が電子出版に対応
する契約書の雛形、『出版契約書ヒナ型（一般
用）』、『著作物利用許諾契約書ヒナ型（一般用）』
を作成したのが 6年後の2005年である。これら
の雛形は、2005年当時、すでにインター ネット
の人口普及率が 70％16を超えていたにも関わら
ず、電子出版に関して優先権取得を規定してい
るに過ぎなかった。 
 デジタル・ネットワーク環境を含めた広い範
囲での著作物の流通、利用を前提とした独占的
許諾権を取得する内容の雛形が作成されたのは、
                                                   
16 総務省『平成23年度版 情報通信白書』 
さらに5年後の2010年になってからである。こ
の一連の対応が遅さを振り返っても、出版社が
製作過程における技術革新に対する認識、電子
出版に関わる課題に対して、いかに消極的であ
ったかがうかがえる。 
 電子書籍コンソ シーアムの「オンデマンド総
合実証実験」は、約 3500タイトルの書籍が電子
化されたが、(1) 読書専用端末が約 800グラムと
片手で持つには重い (2) 電池寿命が短い (3) 記
録媒体の容量が少なく高価格 (4) 電子書籍の購
入手順が煩雑 −− などの理由で実用化へのメド
が立たないままに終了した。完全に失敗に終わ
ったとは断言できないものの、確かな成果は残
せなかった。 
 電子書籍コンソ シーアムの取り組みと平行す
るように、2000年 2月に講談社、新潮社、文藝
春秋、光文社など 8社が共同でインター ネット
を経由して電子書籍を販売する目的で、「電子文
庫出版社会（現日本電子出版社協会）」が設立さ
れた。この電子書籍販売サイト「電子文庫パブ
リ」は、出版社が共同で電子書籍を販売する日
本で初めての事例である。 
 ただ、各社ともビジネスとして収益をあげる
ことを目指していたかとなると疑問が残る。背
景には 1970年代前半の講談社文庫、中公文庫、
文春文庫などの文庫本が版権防衛17のために
次々と発刊されたこととの関連性が思い浮かぶ。
出版社には、この苦い経験が少なからずあった
のではないか。電子書籍化の権利を防衛するた
めの手段で「とりあえず電子化しておけば…」
の思惑が見え隠れする。 
 また、電子書籍コンソ シーアム、電子文庫パ
ブリと同時期に注目されたのが「オンデマンド
印刷」だった。取次の日販が1999年「ブッキン
                                                   
17文庫本の出版権が単行本の出版契約とは異なり、ベ
ストセラー でも著者の承認を得ることで他の出版社で
の文庫本化が可能であった。そのため自社の単行本を
文庫本化されないために、自社での単行本の発刊が続
いた。 
  
 
 
 
 
グ」と呼ばれるサ ビースを開始した。絶版本の
オンデマンド印刷で、岩波書店、未来社、平凡
社、みすず書房などが参加した。 
 さらに、2004年には電子機器メー カー のソニ
ーと松下電器（現パナソニック）が、電子書籍
端末を発売した。いずれも、電子書籍コンソー
シアムで提供された端末に改良は加えられては
いたが、用意された電子書籍サイトが未整備で、
販売不振で短命に終わった。電子書籍の、いわ
ゆるア リーー・アダプタ にーは不信感だけを与
えた。 
 既述したように1980年代半ばのCD−ROMの
パッケ ジー型電子書籍に始まる出版のデジタル
化には多様な業界の企業が参入して、多くの試
みがなされてきた。しかし、いずれも試行錯誤
に終わった。特に出版の場合は製作過程のデジ
タル化に中心的に関わった印刷会社が技術的蓄
積を得たものの、それらを電子書籍ビジネス全
体に結びつけることができないままに終わって
いる。 
 
6. ペーパー メディアと 
    ケータイビジネス 
 情報ネットワーク社会が登場した初期から
2000年代前半まで、新聞はウェブサイトを中心
にインター ネット・ビジネスに参入しながら、
企業の業績に寄与するまでの収益を得ることが
できなかった。 
 出版も、正確を期すなら出版社を取り巻く電
子機器メー カ なーどが電子書籍の普及を目指し
て数々の試みを行ったものの、いずれも確かな
ビジネスモデルを構築できないままに終わった。 
 これらの新聞、出版のデジタルビジネスに一
筋の光明を与えたのが携帯電話向けのコンテン
ツ配信だった。 
6.1 新聞 
 NTTドコモが 1999年に携帯電話で電子メー
ルの送受信、インター ネット上のウェブサイト
を閲覧でき「ｉモー ド（ i-mode ）」のサー ビス
を開始した。KDDI（au）、J-Phone（現ソフト
バンク）の 2社も続き、有力なコンテンツを求
める携帯キャリアとニュ スー配信による収益の
道を探る新聞社の利害が一致して、各新聞社が
モバイルビジネスに進出するようになった。ま
た、2003〜4 年には携帯電話料金にパケット通
信料金の上限が定められた「パケット定額制」
が採用され、利用者が一気に拡大し、期待は膨
らんだ。 
 新聞社のメディア部門では従来の紙面向け、
PCサイト向けの記事の加工に、携帯向けに記事
を簡略化する新たな作業が加わったものの、課
金システムが整備された携帯キャリアを経由す
る配信ビジネスは伸び悩むネット広告よりも魅
力的で、携帯ユー ザー が求めるスポーツ結果、
エンタテインメント情報を中止にしたコンテン
ツの充実を図った。 
 【表1】は日本新聞協会に加盟社の1999年か
らの総収入と部門別収入の推移18である。 
■新聞社の総売上高の推移 （単位=億円）【表 1】 
 
 デジタル部門の収入は事業、出版などを含め
た「その他収入」として計上されている。2000
年時点で見ると、販売収入が 50.1％、広告収入
が 35.7％を占め、その他収入は 13.4%である。
2011年時点では広告収入の大幅な落ち込みから
その他収入は構成比を 17.8％まで伸ばしている
が、売上高そのものは2000年当時と比較して顕
                                                   
18 （社）日本新聞協会調査デー タ
http://www.pressnet.or.jp/data/finance/finance01.php                        
（確認：2012/11/30） 
 
比(%) 比(%) 比(%) 
2011 93 19,529 11,643 59.6 4403 22.5 3,483 17.8
2010 94 19,375 11,841 61.1 4505 23.3 3,029 15.6
2009 96 20,024 12,087 60.4 4785 23.9 3,152 15.7
2008 97 21,387 12,317 57.6 5674 26.5 3,396 15.9
2007 97 22,490 12,428 55.3 6646 29.6 3,416 15.2
2006 96 23,323 12,521 53.7 7082 30.4 3,720 15.9
2005 96 24,188 12,560 51.9 7438 30.8 4,191 17.3
2004 96 23,797 12,573 52.8 7550 31.7 3,674 15.4
2003 98 23,576 12,640 53.6 7544 32 3,392 14.4
2002 99 23,721 12,747 53.7 7709 32.5 3,265 13.8
2001 98 24,890 12,858 51.7 8687 34.9 3,345 13.4
2000 96 25,223 12,839 50.9 9012 35.7 3,372 13.4
1999 96 24,688 12,876 52.2 8448 34.2 3,365 13.6
販売収入 広告収入 その他収入
年度 社数 総売上高 
  
 
 
 
 
著な増減は見られない。 
 つまり、その他収入から事業、出版を除くと
電子メディア部門の収入は各社とも収入全体の
4〜5%程度とされ、これでは販売、広告に続く
「第 3の収入」と位置づけるには何とも心許な
い。新聞社にとっては携帯電話向けのビジネス
も、一時の幻想に過ぎなかった。 
6.2 出版 
 出版におけるモバイルビジネスは業界にどの
ような恩恵を与えたのか。書籍・雑誌の売上高
は新聞業界と同様に下降線を描いている。1996
年の 2兆 6564億円をピー クに、2009年には 2
兆円台を割り込んだ。逆に出版点数は増加し続
けて、2002年には年間の出版点数が 7万点を突
破した19。出版点数が多くても返品率が高止まり
し、販売に結びつかない、まさに「出版不況」
である。 
 しかし、電子書籍市場の売上高推移20【図 3】
をみると、2005年の 94億円から右肩上がりの
成長を続け、2011年には前年を割り込んだもの
の、2012年は713億円と予想されている。 
■電子書籍市場の売上高推移（単位=億円）【図 3】 
 
 売上高の大半は携帯電話向けの「ケ ターイコ
ミック」、「ケ ターイ小説」が占めており、出版
のケータイビジネスの「キラーコンテンツ」と
いえる。 
 ただ、携帯電話の利用者が従来のフィー チャ
                                                   
19 出版科学研究所『2012 年版 出版指標年鑑』, 全国
出版協会出版科学研究所, 2012.4. 
20 インタ ネーットメディア総合研究所編『電子ビジネ
ス調査報告書2011』, インプレスR&D, 2011.7. 
ーフォンからい iPhone をはじめとしたスマー
トフォンへの乗り換えが進むことから、ケ ター
イ向けの電子書籍の売上げは2011年からは下降
線を描き始めている。代わってスマ トーフォン、
電子書籍端末、タブレット端末の新たなプラッ
トフォ ムー向け電子書籍市場の拡大が予測され、
『電子書籍ビジネス調査報告書 2012』では、
2016年には電子市場書籍市場全体で 2000億円
規模にまで成長すると見ている。 
 出版業界にとっては見逃せない「数字」であ
る。しかし、予想通り成長したとしても、2010
年の書籍・雑誌の売上高1兆 8748億円と比較す
ると約11％に過ぎない。 
 さらに携帯電話の電子書籍ビジネスには出版
社だけではなく、コンテンツプロバイダー 、電
子機器メー カ 、ーアマゾン、グ グール、アップ
ルといった世界規模の企業から出版社単位の電
子書籍サイト、さらには動画サイトまで乗り出
すなど、他の業種や新たに生まれた業態の企業
が参入している。書籍・雑誌の売上高の 11％に
過ぎない売上げを、出版社だけではなく、多く
のステ クーホルダ がー分け合うわけで、出版社
の実質的な取り分は極端に少なくなる。 
 出版社の編集者にとってはデジタル化の作業
は紙の書籍の製版・印刷などの下流工程をアウ
トソーシングできるとはいえ、著者との権利関
係をクリアにするという厄介な作業が課せられ
る。いくら、「電子書籍元年」と騒がれても、携
帯電話向けビジネスが着実な伸びを見せ、さら
に新たなプラットフォ ムーの普及で、2016年に
は 2000 億円規模にまで拡大すると予測されて
も、出版社が敏感な反応を見せなかった大きな
要因であろう。 
 結局は新聞、出版の携帯電話向けのコンテン
ツの提供は「一時しのぎ」だったわけで、大胆
なビジネスモデルへの転換を妨げる結果にもつ
ながった。 
  
  
 
 
 
 
7. 情報ネットワー ク社会における 
  ペーパー メディアの現状 
7.1 新聞 
 極言するならば、新聞のインター ネット・ビ
ジネスは、システム関連の支出を増加させるだ
けで、収益に寄与することなく、10数年が経過
した。携帯電話向けのコンテンツ配信に乗り出
し、一次は期待を寄せたもののビジネスモデル
の確立には至らなかった。 
 唯一、1960年代からCTSによる紙面製作に
取り組んだ日経だけが情報ネットワーク社会の
到来以前から「日経テレコン 21」などの有料デ
ータベ スー・サー ビス、日経本紙だけでなく日
経産業新聞、日経 MJ（前身は日経流通新聞）、
日経ヴェリスタ（日経金融新聞から衣替え、週
刊）など紙の新聞でも本紙向けに取材したコン
テンツをマルチユ スーするなどの戦略を確立し
て、電子メディア部門でも有料の電子版を発行、
収益を確保しつつある。 
 ニュ スーサイトの有料化は米ウォール・スト
リート・ジャ ナール（WSJ）が先陣を切った。
1996年のサイト開設当初から課金制を取り入れ
てきた。また英フィナンシャル。タイムズ（FT）
も 2001年から課金制を採用した。無料の利用者
が閲覧できる記事本数を制限し、無制限に閲覧
できる有料会員と「ペイ・ウォ ルー」と呼ばれ
る制限の壁を設けて、差別化を図った。 
 いずれも、経済紙という特性から、有料化に
よる利用者減、サイト広告の収入減を補う収益
を得ている。同じ経済紙の日経も 2010年 3月に
有料化に踏み切った。 
 日経電子版は紙の新聞と電子版を購読するプ
ランでは紙の新聞の購読料に 1000 円を追加す
ることで、すべの電子版サー ビスが提供される
（朝夕刊セット版地域は計 5383円、朝刊単独地
域は 4568円）。電子版単独では 4000円で、朝
夕刊セット地域の紙の新聞より 383円安い設定
になっている。 
 電子版の創刊2年後の2012年 4月には自社の
ウェブサイトで、有料会員数が20万人に達した
ことを報じている。記事では、世界最大の有料
報道サイトとしてWSJの100万人超の会員数を
示し、米ニューヨー ク・タイムズ（NYT）、FT
に日経電子版が続いていることも報じている。 
 日経に続いて、朝日新聞も2011年 5月には有
料化に踏み切り、2013年 3月 5日までに有料会
員が 10万に達している。朝日新聞デジタルの単
独購読は月額3800円で、紙の新聞との併読のケ
ースは日経と同じ新聞購読料プラス 1000 円の
料金設定である。2社の電子版単独の購読料をど
う受け止めるか。 
 読売新聞、中日新聞の 2紙も2012年 5月から
有料化に踏み切った。日経、朝日の料金設定と
は異なり、読売は月額 157円を支払うことで電
子版の閲覧できるというサー ビスである。読売
の朝夕刊セットの購読料に 157円を加えると月
額 4082円になる。読売の場合、電子版を単独で
閲覧する料金設定はない。 
 中日も同様に、プリント版の定期購読者向け
の有料化で、月額 315円で会員登録することで
閲覧記事数の制限が解除される。読売、中日の2
社の有料化はあくまでも、ペーパー 版の定期購
読者向けサービスで、ニュー スサイト単独での
ビジネスを目指したものではない。 
 有料化の流れは地方紙にも波及している。中
国新聞、福井新聞などが、共同通信が加盟者向
けに提供する電子新聞配信サイト「ニュー スオ
アシス」を利用している。 
 今後、日本でも地方紙を含めて有料化の流れ
が加速すると考えられる。しかし、先行する米
国でさえ、まだニュー スサイトの有料化が利用
者に受け入れられて定着しているわけではない。
利用者の「ネット上の情報はタダ」の意識に変
化を与えることにはなるが、紙の新聞の購読に
結びつけようとする料金設定は簡単には読者に
受け入れられない。 
 しかも各種の新聞の購読者調査では、デジタ
ル・ネイティブ、ネオ・デジタル・ネ テーィブ
  
 
 
 
 
と呼ばれる若年層の新聞購読率は極めて低い。
メディア接触時間に関する調査でも、新聞に接
する時間は確実に短くなっている。 
 個人支出に占める携帯電話、スマートフォン
の利用料金、家庭でのインターネット接続料金
などネットワ クー関連の占める支出の割合は大
きい。そんな生活環境で、新聞紙面をデジタル
配信するもののプリント版を定期購読しない限
り、安価に購入できないようでは、将来の購読
者層の中心になる現在の若年層には受け入れら
れない。「紙の新聞」に固執しするビジネスモデ
ルでは、展望は拓けてこない。 
7.2 出版 
 日本上陸が何度か報じられながら実現しなか
ったアマゾンの「キンドル・ストア（Kindle 
Store）」が、米国から 5年遅れて 2012年 10月
25 日に日本進出した。読書端末の「Kindle 
Paperwhite」は 11月 19日から出荷を開始した。
6 月には日本進出をアナウンスしながら出版社
との交渉の難しさを物語るかのように、4 カ月
後のサ ビース開始になった。これで日本の電子
出版業界に主要なプレーヤー が出揃ったことに
なる。 
 いわば「真打ち」の登場だったわけだが、キ
ンドル・ストアが用意した日本語コンテンツは
約5万タイトルと2007年の米国でのスター ト時
点での 9万タイトルには及ばなかった。この 5
万タイトルには著作権の保護期間が終了し、無
料で提供されている「青空文庫」の約 1万タイ
トルも含まれている。 
 出版界だけでなく、利用者もアマゾンが日本
進出時にどれほどの日本語タイトルを用意する
か注目していた。しかし、水増しが指摘された
楽天の「koboイ ブーックストア」ほど少なくな
かったが、先行するソニー の「Reader Store（リ
ーダーストア）」、シャ プーの「GALAPAGOS 
STORE（ガラパゴスストア）」といった主要な
電子書籍サイトよりも 1万 5000〜2万タイトル
少なかった。 
 販売される電子書籍の価格にしても、ホ ルー
セールモデルで価格破壊を起こした米国のよう
な衝撃はなかった。電子書籍リ ダーーの価格は
最も低価格なモデルの Kindle Paperwhite が
7980 円と十分に安価に抑えられているが、タイ
トル数の急増が電子書籍リー ダ のー低価格化に
つながる好循環を生んだ米国でのビジネス展開
が日本でも再現されるかどうか。 
 日本における出版社とアマゾンの交渉で中心
的な議題になったのが、(1)価格決定権 (2)料率 
(3)再ダウンロード (4)本の電子化 (5)アマゾン
を最安値とする −− だったと報道されている21。 
 4 点のなかで中心になったのは価格決定を従
来の書籍販売と同様に出版社が持つのか、米国
と同じようにアマゾンが握るのかの議論で、結
局、出版社によって、出版社が決定権を握る「エ
ージェントモデル」と、アマゾンが持つ「ホー
ルセールモデル」に分かれた。主に大手出版社
がエージェントモデルに落ち着いたのも、出版
社とアマゾンとの力関係が働いたと考えるのが
妥当であろう。 
 ただ、米国ではアップルがタイトル数で、ア
マゾンを追撃する狙いから「Bookstore」でエー
ジェントモデルを採用したが、米司法省に独占
禁止法違反を指摘され、同モデルを断念した経
緯がある。日本では紙の書籍、雑誌は出版社が
価格を決定し、定価で販売する再販制が認めら
れている。しかし、電子書籍では再販制は適用
されない。日本では公正取引委員会がどう判断
するか。 
 本稿はキンドル・ストアがサ ビースを開始し
て約 4カ月後の2013年２月 24日時点で、日本
語タイトルは10万点タイトルに達しようとして
いる。今後、アメリカと同じような「好循環」
に入るかどうか。少なくとも2013年後半まで観
察する必要があるといえそうだ。 
 さらに出版社と著者の権利関係が未整備で、
                                                   
21 前出『週刊東洋経済』, 67p 
  
 
 
 
 
多くの業種の多くのステ クーホルダーが参入す
る日本の電子書籍ビジネスで、アマゾンの社是
でもある「顧客第一主義」を貫くことができる
のかどうか。実現できれば日本の電子書籍ビジ
ネス界が収斂されて、混乱からの脱出を図るこ
とも可能になる。2013年が大きな分岐点であろ
う。 
 
8. おわりに 
 我々にとって「本」は身近な存在である。毎
朝、届けられる「新聞」も過去形になりつつあ
るが、書籍以上に非常に身近なメディアだった。
この 2つのペー パー メディアを製作過程のデジ
タル化という技術的な側面に視点を据えて、技
術革新がどのように進められ、情報ネットワー
ク社会で新たなビジネスモデルにつなげること
できたのかを俯瞰してきた。 
 1960年代後半に始まる新聞、出版の製作工程
におけるデジタル化は、活版印刷からの最初で
最大のイノベ シーョンであった。このデジタル
化の過程で、新聞企業は、編集 − 製作 − 印刷 − 
流通のワー クフロ がー、垂直的に連携して取り
組んだ。その成果として経営的なメリットを手
にし、「デジタル」に関わる技術的なノウハウも
蓄積した。 
 しかし、この間、新聞経営者の多くは、販売、
広告収入の確保や再版制の維持といった課題に
軸足を置いていた。日本新聞協会の『新聞経営』
（1950〜2000年、旬刊）は新聞経営者向けの雑
誌で、通巻 153号が発行された。このなかで、
製作工程のCTS化やネットビジネスを取り扱っ
た記事は皆無に近い。同協会が発行している月
刊の『新聞研究』も同様で、情報ネットワ クー
社会における新聞の在り方を根源的に問う企画
は少ない。 
 新聞と比較して、編集・企画以降の製作工程
が、製版 − 印刷 − 製本と水平分業化されてい
る出版では、主に印刷会社、製版業が技術革新
を担ってきた。出版経営の根幹をなす編集・企
画部門はこれらの取り組みに多く関与すること
はなかった。この点が技術面における新聞と出
版の大きな差異だった。 
 ただ、新聞と同様に出版界の電子書籍に関す
る意識は依然として低い。2012年に既刊の書籍
のデジタル化の推進と普及を目的として、官民
ファンドの「産業革新機構」と、出版社、印刷
会社が共同出資する「株式会社出版デジタル機
構」が設立された。出版社のデジタル化の経費
を低減する仕組みが用意されたものの、応募は
低調で、目標の 100万タイトルが達成できるか
疑わしい。 
 これらの例をみても、新聞、出版の経営者は、
従来のコンテナである「紙」から離れることが
できず、確かなビジネスモデルを構築できない
ままでいる。 
 このまま現状に手をこまねいていても、情報
ネットワー ク社会の特質を把握しないままの試
行錯誤の繰り返しでは、新聞は本来のジャ ナー
リズムの役割を終える。出版も多様な知の発信
源としての機能を喪失することになる。 
 『マニフェスト 本の未来』22で指摘されてい
るように、本、新聞といった従来の「コンテナ」
に、CD-ROMやインター ネットネットといった
新しいコンテナを加えることだけに注力してき
たことになる。現在の電子書籍も同様である。 
 同書の冒頭に、作者の一人である B.オレアリ
が「コンテナありきの、今の出版ワークフロー
は、コンテンツとコンテキストの両方を制限す
る。もはや時代遅れの産物です。デジタルの世
界で生き残るにはコンテキストをコンテンツと
ともに保存し、ディスカバラビリティ（発見性）
と有用性を強化するコンテキストありきの、ワ
ークフロ がー必要になります」と記している。 
 いち早くデジタル・デ ターの特性を活かした
紙面製作ワ クーフロー を確立した新聞だったが、
出版と同様に「コンテナありき」のビジネスモ
                                                   
22 H.マクガイア、B.オレアリ編『マニフェスト 本の
未来』, ボイジャ ,ー 2013.2 
  
 
 
 
 
デルから脱却できていない現状を見る限り、オ
レアリの出版に対する指摘が新聞にも当てはま
る。 
 情報ネットワー ク社会の出現は、新聞、出版
だけではなく、あらゆる既存メディアにとって
は、『イノベー ションのジレンマ』の著者である
クレイトン・M・クリステンセンの言葉を借り
れば、まさに「破壊的変化に直面」していると
言える。同氏が指摘する「偉大な企業はすべて
を正しく行うが故に失敗する」が、新聞、出版
の企業経営にも当てはまるのなら、失敗しない
残された道は「すべてを正しく行う」のではな
く、「紙」のコンテナと断絶し、コンテンツの大
胆な見直しに注力するダイナミズムにあふれた
企業戦略への転換ではないだろうか。 
 決断の時は迫っている。 
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